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本日お話しすること

 オープンデータに取組む背景（5分）

 島根県官民データ活用推進計画の策定

※ オープンデータの取組みが主な施策のひとつとして位置付け

 県の取組みについて（10分）

 県の方針と取組のご紹介
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島根県官民データ活用推進計画の策定

 官民データ活用推進基本法（平成28年法律103号）

により、都道府県は官民データ活用推進計画を

令和２年度末までに策定する義務がある。

 島根県では、令和２年度前半での策定を目途に、

外部有識者委員による意見等を反映させながら

策定作業を進める。



（出典）官民データ活用推進基本法

【目 的】（法第1条）

官民データ活用の推進に関する施策を総合的かつ効果

的に推進し、もって国民が安全で安心して暮らせる社会及び

快適な生活環境の実現に寄与する
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官民データ活用推進基本法の目的

※「官民データ」とは

電磁的記録に記録された情報であって、国若しくは地方自治体又は独立行政法人

若しくはその他の事業者により、その事務又は事業の遂行に当たり管理され、利用され、

又は提供されるものをいう



（出典）官民データ活用推進基本法

【基本理念】（法第3条 抜粋）

• 関係法律による施策と相まって、個人及び法人の権利利

益を保護しつつ、情報の円滑な流通の確保を図る

• 自立的で個性豊かな地域社会の形成、新事業の創出、

国際競争力の強化等を図ることにより、活力ある日本社会

の実現に寄与する

• 官民データ活用により得られた情報を根拠として行われる施

策の企画・立案により、効果的かつ効率的な行政の推進に

資する
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官民データ活用推進基本法の理念



（出典）島根県情報政策課作成

 現在策定中の「島根創生計画」で掲げる将来像や各種施
策を官民データ・ICT等の活用で実現・推進するための計画

 ２つの情報関連計画とも整合を図りつつ、AI・RPA等新たな
視点も盛り込む
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島根県における計画の位置付け ※現時点

地域情報化
戦略

県民向けの取組方針

行政情報化
推進指針

県庁内部の取組方針

島根県官民データ活用推進計画

県の２つの情報関連計画

新たな施策
現行2計画へ明確に
位置付けのない官デ
の趣旨に沿った施策

＋

島根創生計画 「第１編 人口減少に打ち勝つための総合戦略」
Ⅰ 活力ある産業をつくる、Ⅱ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる、

Ⅲ 地域を守り・のばす、Ⅳ島根を創る人を増やす

※現在策定中



計画に記載すべき内容

6（出典） 「地方自治体の官民データ活用推進計画の策定状況等について」（平成31年４月19日、内閣官房ＩＴ総合戦略室）

※地方公共団体が地域の実情に応じて取組む施策を検討し、実行までの計画を記載。
ただし、地方公共団体の実情に応じたスモールスタートを推奨。



（出典）島根県情報政策課作成 7

県計画策定のスケジュール概要

 令和２年度前半の策定を目指す

 

令和元年度 令和２年度 

４月       ６月            ９月          12 月     ２月 ４月     ６月 

  

 

たたき台作成 

● 
有識者会議 

庁内説明会 

庁内意見集約・修正 有識者意見調整 

● 
（適宜、会議等開催） 

パブリックコメント 

調 

整 

計

画

策

定 

 



島根県におけるオープンデータの取組み



計画に記載すべき内容 ※再掲

9（出典） 「地方自治体の官民データ活用推進計画の策定状況等について」（平成31年４月19日、内閣官房ＩＴ総合戦略室）

※地方公共団体が地域の実情に応じて取組む施策を検討し、実行までの計画を記載。
ただし、地方公共団体の実情に応じたスモールスタートを推奨。



取組意義、目指す姿 “官民データ利活用社会”
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 モバイル端末で利用できるアプリケーションを通じた情報提供
（例：Googleマップ、Yahoo!防災速報など）

（出典） 「未来技術×地方創生検討会 中間とりまとめ（案）～概要～」平成31年4月24日未来技術×地方創生検討会 事務局



オープンデータとは
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 「行政」が保有する、営利・非営利を問わず、誰でも無償
で利用・加工が許されるデータ（二次利用可）

 自治体が保有するすべてのデータが対象

（出典） 「データ主導社会と地方」平成30年2月14日総務省地方情報化推進室



ホームページで公開するだけでオープンデータではない
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ホームページには（C）マークがある

コピーライトは、
「このページの情報は著作権があるの

で勝手に使えません」というマーク



CC-BYのサイト「島根県オープンデータカタログサイト」

1313https://shimane-opendata.jp/

県ホームページから



1414（出典） 島根県オープンデータカタログサイト（雲南市ページ）
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島根県の取組方針

 ニーズの把握に努めながら、県庁保有データ

の公開数を拡大する

 市町村と連携したオープンデータ化の推進



島根県のオープンデータ公開数の推移
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年度 H28末 H29末 Ｈ30末
直近

(R1.6.27)

データ
セット
数

36 52 76 83

※ 「データセット」とは、 “フォルダ”のイメージ

※ 県庁が公開するデータのみ。市町村分は含まない

※ 参考：他県の公開データセット数（R1.7.8時点）

青森1151、富山県996、鳥取191

※ 最近追加された島根県のオープンデータ

「犯罪データ」、「県立学校生徒数」、「都市計画基礎調査」 等



島根県庁内リストアップの結果（H30.6）
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期 間：2018年6月27日～8月3日

対 象：本庁全所属

回 答：42所属（対象：87 ∴回収率47.1％）

【調査結果】

• 55種類（16所属）のデータがリストアップされた

※ 「該当なし」は26所属、無回答が43所属

ニーズを踏まえたオープンデータ化の働きかけが必要

【本調査によりリストアップされた主なデータ】

市町村財政データ、空港利用状況、UIターン者数、
災害（森林、土木）データ、漁港関係データ、都市
計画基礎調査、地価、旅行者業一覧、eマーク企業
一覧、労働関係データ 等



（愛知県調査）オープンデータ利活用の意向

1818（出典） 平成30年度愛知県オープンデータニーズ調査報告書 企業・団体・大学向け調査（2019.2.1～2.28、WEBアンケートで実施）

 ９割以上が「利活用したい」（n=134,SA）



（愛知県調査）利活用の目的

1919

 「学術研究」、「地域課題解決」の順に多い(n=123,MA)

（出典） 平成30年度愛知県オープンデータニーズ調査報告書 企業・団体・大学向け調査（2019.2.1～2.28、WEBアンケートで実施）



（愛知県調査）有償でも使いたいデータ ※一部抜粋

2020（出典） 平成30年度愛知県オープンデータニーズ調査報告書 企業・団体・大学向け調査（2019.2.1～2.28、WEBアンケートで実施）



（島根県の取組み）オープンデータアイデアソン

2121（出典）平成 29 年度 島根県オープンデータアイデアソン 開催レポート （平成30年1月開催）

 地域課題の解決に資するデータを考えるワークショップ

 ブリゲード（Code for Shimane等）の活動に期待



（島根県の取組み）エンジニアの方に聞きました

2222（出典）ロゴ：http://matsue.rubyist.net/

Q.あったらいいと思う（使いたい）データを教えて下さい

• キャンプ場一覧
• サイクリングロード
• 子どもと遊べる公園
• 釣りスポット一覧
• 酒蔵一覧
• マンホール設置個所一覧
• マイナー観光スポット一覧（多言語で）
• バスの時刻表
• 県内イベント情報
• 飲食店情報（許可一覧）

※島根県が実施した松江市内で活動するITコミュニティへの
ヒアリングより（2018/9/29）



（島根県の取組み）県職員で作るキャンプ場一覧

2323



（島根県の取組み）市町村との連携
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 背景

国KPI：2020年度までに地方自治体取組率100％

 島根県の取組み

• 総務省の市町村職員向け人材育成研修事業に、県と
してエントリー⇒採択（H30.1美郷町、R1.7雲南市）

• 県および県内全市町村において、「AED設置箇所
一覧」データの作成を働きかけ

• 市町村担当者が自ら県のオープンデータカタログサイトへ
「AED設置箇所一覧」データを登録

⇒ 福井県、京都府等に続き、県内100％を達成



25（出典） 政府ＣＩＯポータル「地方公共団体におけるオープンデータの取組状況（令和元年6月17日時点）」
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① 情報公開のあり方の変化

 閲覧（PDF）＋ 利活用（CC-BY、生データ）へ

② 業務効率化にも寄与

③ 国も積極的に推進

 法律による取組みの義務付け（H28.12～）

 府省庁単位で取組みが加速中

オープンデータについてお伝えしたいこと３点
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（出典）日経BP総研HP（https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/report/040900186/?P=2）

内閣官房は、推奨データセットに「飲食店営業許可申請」情報の追
加を検討している。同データセットをオープンデータとして先行公開して
いる自治体では、「所管課の問い合わせ対応等の負荷軽減につな
がっている」と肯定的な意見があった。



国のオープンデータ施策 ※一部抜粋

2828（出典）「都道府県官民データ活用推進計画策定の手引（平成30年8月）施策一覧を基に島根県情報政策課作成

府省庁名 施策名 都道府県への支援策

内閣官房、
関係府省庁

オープンデータ官民ラウンドテー
ブルの開催

民間と府省庁の対話する場を設け、ニー
ズに即したオープンデータの公開を促進

内閣官房、
総務省

地方公共団体が保有するデー
タのオープンデータ化の推進

有識者派遣、パッケージツールの提供 、
データフォーマットの提示 等

国土交通省 都市計画に関するデータの利
用環境の充実

共通フォーマットを作成するなど、オープン
データ化のためのガイドラインを作成

国土交通省 公共交通機関の運行情報
（位置情報等）等のオープン
データ化

検討会を設置し、諸課題について検討

農林水産省、内
閣府、内閣官房

農業関係情報のオープンデー
タ化の推進

－

警察庁 犯罪発生情報のオープンデー
タ化の推進

都道府県警察を技術的に支援

厚生労働省、内
閣府、内閣官房

保育所や放課後児童クラブの
利用に関する情報の公開

子ども・子育て支援全国総合システムの
活用方法について、周知を図る。

内閣府、
関係府省庁

防災・減災に必要な情報を円
滑に共有できる仕組みの構築

効果的な災害対応のための情報の提供
手法に係るルールについて情報提供



https://shimane-opendata.jp/


